




















Ⅱ ｢女子差別撤廃条約｣ 採択 (年) から ｢人身取引議定書｣
採択 (年) までの状況
Ⅲ ｢人身取引議定書｣ 採択 (年) 後の状況
第２節 わが国の対応
Ⅰ 世紀以後から ｢女子差別撤廃条約｣ 採択 (年) までの人
身取引被害者支援の状況
Ⅱ ｢女子差別撤廃条約｣ 採択 (年) から ｢人身取引議定書｣
採択 (年) までの状況
































































































｡ しかも, 人身取引の被害者は, 借金返済等の名目で加害者から賃



















































(２) わが国では, #%/又は/(は ｢人身
取引｣ と訳されるのが一般的である｡ 他方, 刑法では ｢人身売買｣ という
用語が使用されており, 用語が統一されていない状態にある｡ 従来, わが
国では, 対価を授受して人身を授受する行為が ｢人身売買｣ と呼ばれてい














拐, 詐欺, 欺もう, 権力の濫用若しくは弱い立場の悪用又は他人を支配下
に置く者の同意を得る目的で行う金銭若しくは利益の授受の手段を用いて,
人を採用し, 運搬し, 移送し, 蔵匿し又は収受することをいう｡ 搾取には
少なくとも, 他人を売春させて搾取すること若しくはその他の形態の性的
搾取, 強制的な労働若しくは役務の提供, 奴隷若しくはこれに類する行為,
隷属又は臓器摘出を含める｡｣ と定義している (同議定書３条) (日本政府
訳)｡ また出入国管理及び難民認定法でも, 人身取引が ｢イ 営利, わい
せつ又は生命若しくは身体に対する加害の目的で, 人を略取し, 誘拐し,
若しくは売買し, 又は略取され, 誘拐され若しくは売買された者を引き渡
し, 収受し, 輸送し, 若しくは蔵匿すること｡ ロ イに掲げるもののほか,
営利, わいせつ又は生命若しくは身体に対する加害の目的で, 十八歳未満
の者を自己の支配下に置くこと｡ ハ イに掲げるもののほか, 十八歳未満
の者が営利, わいせつ若しくは生命若しくは身体に対する加害の目的を有
する者の支配下に置かれ, 又はそのおそれがあることを知りながら, 当該
十八歳未満の者を引き渡すこと｡｣ と定義されている (同法２条７項)｡ こ
れらの定義する人身取引はいずれも行為・手段・目的から成り立っており






要件に含まれていない｡ しかし, 刑法条の２第４項において ｢人を売
り渡すこと｣ が処罰の対象とされている｡ 刑法条の２第１項と第４項
は対向犯の関係にあることから, １項において搾取が要件とされなかった


































にある｡ 例えば, 外国人が被害者となるケースの場合, 被害者が不法滞在
状態にあることを理由にして, ほとんどの公的支援の対象外となっている｡
しかも, 被害者は違法就労状態にあることがほとんどであるため, 退去強
制処分を受ける可能性もある｡ そこで, 本稿では, とりわけ深刻度の高い
外国人女性の性的搾取を目的とした人身取引に焦点をあて, 日本人女性に
対する支援については今度の検討課題とすることとする｡





  	 
(4年２月日最終閲覧最終閲覧)｡








対して給付することを, 公的支援制度とよぶ｡ また, これらの制度をあわ
せて経済的支援とよぶこととする｡
() 平成年５月6日法律第53号｡











































() 確かに, 人身取引被害者を真に救済するためには, 人身取引を撲滅しな
ければ意味がないと思われる｡ ただし, 人身取引犯罪の撲滅にはかなりの
歳月がかかる可能性が高く, 現時点でこれを撲滅することは不可能に近い
(中村文子 ｢性的搾取のトラフィッキング―男女, 貧富, 内外の権力格差
と差別意識の理論的アプローチ｣ 公益学研究５巻１号 (年) 5頁)｡
他方, 被害者は, 人身取引により深刻な被害を受け, 緊急性を要する状態
にある｡ そこで, 本稿では, まずは緊急性の高い問題の解決を図るべく,
被害者支援について検討を行うことしたい｡
() 人身取引に関するもっとも古い研究として, 労働省労働基準局編 ｢所謂
『人身売買』 事件の取締りについて解説｣ 労働時報２巻４号 (年) 
頁以下, 川島武宜 ｢人身売買契約の法的効力｣ 法時巻９号 (年) 
頁以下, 前田信二郎 『売春と人身売買の構造』 同文書院 (年), 牧・
前掲注 (), 木宮高彦 『特別刑法詳解第２巻売春・人身売買』 日本評論新
社 ( 年) などがある｡
( ) 人身取引被害者に対する経済的支援についての先行研究として, 尾家康
介 ｢人身取引被害の民事的救済｣ 専門実務研究９号 (年)  頁以下,
指宿昭一 ｢労働搾取型人身取引の実態と司法的救済の取り組み (特集 人
身取引被害者の司法救済と弁護士の役割)｣ 自由と正義  巻号 (5年)
 頁以下, マクレーン・ダグラス著, 山下優子訳 ｢人身取引被害者と民事
的請求にかかる弁護士の役割―アメリカの事例に基づいて (特集 人身取
引被害者の司法救済と弁護士の役割)｣ 自由と正義 巻号 (5年) 
頁以下, 皆川涼子 ｢日本における人身取引の実態と司法的救済の必要性
(特集 人身取引被害者の司法救済と弁護士の役割)｣ 自由と正義 巻号
(5年) 5頁以下などがある｡






















































わが国では年に出入国管理及び難民認定法 (以下, ｢入管法｣ と
中京法学巻１号 (年) ()
いう) が改正され, 人身取引事犯に関係する外国人の上陸許可基準等が













































































































































議｣ を設置し, 同年月に ｢国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合
条約を補足する人 (特に女性及び児童) の取引を防止し, 抑止し及び処
罰するための議定書
()


















しては, 出入国管理の強化, 在留資格, 査証の見直し, 偽装結婚対策,
不法就労防止の取り組み, 買売春対策, 刑法の改正による人身取引行為
の犯罪化等が挙げられている｡ 被害者支援に関しては, 被害者の認知,
シェルターの提供, カウンセリング, 相談活動の実施, 交番等に駆け込




















ため, わが国は年に ｢入管法｣ を改正し, ｢入管法｣ ５条７項の２
で ｢人身取引等を行い, 唆し, 又はこれを助けた者｣ を上陸の拒否事由
に加え, 条４項のハにおいて ｢人身取引等を行い, 唆し, 又はこれを








② 在留資格 ｢興行｣ の見直し
多くの人身取引被害者が, ｢興行｣ ビザを不正に取得し, 来日してい
たという問題が起きていたため, 在留資格付与の要件を厳格化すること












攻したこと｣ 又は ｢２年以上の外国における経験を有すること｣ が在留
資格付与の要件とされ, 要件が厳格化された｡
人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山) ()

















































｢組織犯罪処罰法｣ という) が改正され, 同法の没収・追徴の前提犯罪
に, 未成年者略取及び誘拐罪 (刑法条), わいせつ目的・結婚目的略
取・誘拐罪 (刑法条), 所在国外移送目的略取及び誘拐罪 (刑法
条), 人身売買罪 (刑法条の２), 被略取者等所在国外移送 (刑法
条の３), 被略取者引渡し等罪 (刑法条) 及び未遂罪が (｢組織犯罪



























































そこで, 以下では, ①わが国で行われている被害者認定, ②在留許可









































































年に ｢入管法｣ を改正し ｢人身取
引等により他人の支配下に置かれていた者｣ を上陸の拒否事由 (同法５





















































































































行による損害賠償 (民法条) を請求することができ, またブローカー
等に対しては被害者の身体的及び精神的苦痛に対する治療費及び慰謝料
等に関して不法行為を理由として損害賠償を請求することが可能である





























() 損害賠償命令 (｢刑事手続措置法｣ 	条)
人身取引の被害者は, 損害賠償請求に実効性を持たせるための制度で






































































つ, 日本国内に住所を有しない者は, 制度の対象外である (同法３条)｡
その者が住所を有しているというためには, わが国に適法に滞在してお











































































できるため, 問題とはならない｡ また, 裁定には平均して半年以上かか
るため, 時間的制約がある被害者が給付金を受け取ることは困難なよう




































４巻 (年) ", ", "#頁)｡
(") 近年では, 外国人技能実習生制度を利用して来日した外国人に対する賃
金の未払いや長時間労働が頻発しており, 新たな形態の人身取引として問


























号頁以下などがある)｡ それに加え, 年に ｢外国人の技能実習
の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案｣ が国会に提出され,










) 人身売買禁止ネットワーク (), お茶の水女子大学世紀
プログラム 『｢人身売買被害者支援の連携の構築―地域, 国境を越えた支
援に向けて｣ 報告書』 人身売買禁止ネットワーク事務局 (
年) 	, 頁, 国際移住機関 ( !




(	) 日本人被害者も, 人身取引により性的搾取を受け, 身体的・精神的損害,
及び過度の人権侵害を受けている｡ そのため, 日本人の被害者に対する支
援も重要な問題であり, 積極的な対応を行うことが望ましい｡ 日本人被害
者には, 特段の時間的制約がないこと, 社会保障の受給対象である, とい
う特徴がある｡ そのため, このような特徴を生かした支援を日本人被害者
に対して行うべきである, と思われる｡ 他方, 外国人被害者に対しても,













() 藤本伸樹 ｢『偽装結婚』 の事例から人身取引のグレイゾーンを検証する｣




に関する論点と質問のリスト：日本｣ !"#回答 (日本語仮訳)｣ 国際女
性巻１号 (年)  , 頁)｡
() 法務省入国管理局・前掲注 ()｡
() 人身売買禁止ネットワーク ($!&'())・前掲注 (), 人身売買禁止ネッ
トワーク ($!&'()) ・前掲注 ()｡
(	) (*+,#--.** 
() 警察庁保安課・前掲注 ()｡
( ) 警察庁保安課・前掲注 ()｡ これらの国では賃金が低く, 女性の労働
の場が限られている｡ このようなことから, 国外の労働を望む女性が多く,
結果として多数の女性被害者が生み出されているということができる｡
() 木村光江 ｢トラフィッキングの実態と法的対策｣ 法学会雑誌	 巻２号
( 年) , 頁, 古谷修一 ｢国際組織犯罪としての人身取引―人身
取引議定書の特徴と国内実施―｣ 早稲田大学社会安全政策研究所紀要第２





(	) 木村・前掲注 () , 頁, 藤本・前掲注 () 頁, (*
+,#--.** 



















( ) 藤本・前掲注 ()  頁｡
() 人身売買禁止ネットワーク (!"#$%&)・前掲注 ( ) 頁, 女性の家
サーラー 『女性の家サーラー年のあゆみ外国籍女性への暴力の実態』
(年)  , ', 頁｡
() !(('
(') 人身売買禁止ネットワーク (!"#$%&)・前掲注 () 頁｡
() !((
() (
() ケビン･ベイルズ 『グローバル経済と現在奴隷制』 凱風社 (年) 頁｡
() 実際に, ブローカーらが約名の女性を５年間働かせ, 億円の利益を
得ていたケースが報告されている (朝日新聞・前掲注 () 面)｡




















(') 人身取引対策に関する関係省庁連絡会議・前掲注 ( )｡
( ) 人身取引対策に関する関係省庁連絡会議・前掲注 ( )｡
( ) 犯罪対策閣僚会議・前掲注 ()｡









(	) わが国は ｢人身取引対策行動計画｣ 等では ｢人身取引｣ という用語を使
用している一方で, 刑法	条の２では ｢人身売買｣ という用語を用いて
いる｡ この点に関して, わが国ではすでに人身売買という用語が刑法典に





















(	) 久木元, 島戸, 谷・前掲注 (	) 頁｡
(	) 久木元, 島戸, 谷・前掲注 (	) 頁｡
(	) 加藤経将 ｢法令解説 人身取引対策法定刑の引上げと人身取引に係る罪
の新設刑法等の一部を改正する法律｣ 時の法令号 (年)６,頁｡
() 久木元, 島戸, 谷・前掲注 (	) 
頁｡
() 加藤・前掲注 (	) 頁｡



















務委員会号 (年４月日), 	 !"#$
	%%&(年２月日最終閲覧)｡






































() 齋藤百合子 ｢人身売買被害者とは誰か―日本政府の ｢人身取引｣ 対策に
















()  !"#$% ～
() 女性の家サーラー・前掲注 () ３頁, ４頁｡
() これらの民間のシェルターは, 被害者に対して一時的な住居を提供する




() 人身売買禁止ネットワーク (&'()*)・前掲注 () 頁｡
() 内閣府共生社会生活統括官 ｢民間団体への援助に関する検討会 (第５回)
議事録｣ (年８月３日), 		+ ,$ , -
- --   -$.!(年２月日最終閲覧)｡
() 婦人保護事業実施要領によれば, 婦人相談所の目的は ｢売春防止法に基
づき要保護女子についてその転落の未然防止と保護更生を図ること及び配
偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律に基づき配偶者から
の暴力の被害者である女性 (以下, ｢暴力被害女性｣ という) の保護を図

























() ｢要保護女子｣ とは, ①売春環境から脱出し, 又は更生する目的をもつ













(&) 人身売買禁止ネットワーク (()*+,-)・前掲注 (!) 頁, &頁｡




































ある｡ (国立女性教育会館 ｢人身取引 (トラフィッキング)問題について知































究所研究部報告｣ ７号 (年) ～+頁)｡












(年２月日最終閲覧), 藤本哲也 『刑事政策概論 [全訂第七版]』
青林書院 (年) +, +頁, 大谷實 『新版刑事政策講義』 弘文堂
(年) 頁｡
() 内田貴 『民法Ⅱ [第３版] 債権各論』 東京大学出版会 (年) 頁,








() 犯罪被害者等給付金は三種類あり, ①遺族給付金, ②重傷病給付金, ③
障害給付金となっている (同法４条)｡ 遺族給付金は, 被害者が死亡した
場合に支払われるものである (同法４条)｡ 生計維持関係遺族がいる場合

















() 奥村正雄 ｢被害者支援の現状と問題点｣ 宮澤浩一, 國松孝次監修 『犯罪
被害者支援の基礎』 東京法令出版 (年) ,頁｡
() 村沢真一郎 ｢犯罪被害者等給付金支給法｣ 警察学論集巻号 ( 年)
８頁,  頁｡
() 国が被害者に対して給付金を支給した場合, 被害者の有する当該犯罪行
為に関する損害賠償債権が国に移転する｡ 結果として, 国は, 加害者に対
する求償権を取得することになる (村沢真一郎 ｢犯罪被害給付制度２｣
警察研究巻９号 ( 年)  , ～頁)｡












































子差別撤廃条約｣ という) 及び年に採択された ｢人身取引議定書｣
が重要だと思われる｡
以下では, 世紀以後から ｢女子差別撤廃条約｣ 採択まで, ｢女子差

















































｢!"年協定｣ という) である｡ ｢!"年協定｣ の前文には, 白人奴隷
(	






年協定｣ には, 処罰規定が置かれておらず, 人身取引の防止にはあまり





#) (以下, ｢!年条約｣ という
("*)
























!") (以下, ｢年条約｣ という) でも, ｢
















同条約は, 売春を ｢人としての尊厳及び価値に反するものであり, か









という用語が用いられている｡ 通常, このような文言は, 犯罪被害者支
援を行う際に用いられることはなく, 反社会的な行為を行った者に対す
中京法学巻１号 ('年) ()
























	) (以下, ｢Ｂ規約｣ という)
においても, 人権侵害行為を不道徳な行為と位置付けてはいない｡ それ
ばかりか, ｢Ｂ規約｣ は, 被害者保護について積極的な姿勢を見せている
()
｡
このように, 戦後においても, 売春は不道徳な行為であり, 売春女性
は, 更生及び救済の対象として捉えられていた｡ また, 性的搾取を目的
とした人身取引は売春という観点から論じられることにより, 人身取引
の被害者は売春女性という扱いであった｡ そのため, 被害者は, 不道徳
な行為を行った保護・更生の対象として位置付けられ, 被害者保護が徹
底して行われることはなかった｡



























宣言｣ の内容を実施するために, 年に ｢女子差別撤廃条約｣ が採択





同条約は, ｢年条約｣ のように, 売春について悪弊 (	) といっ
た道徳的な表現を用いてはおらず, 売春を単に女性の尊厳に反する行為
として位置付けている｡ 同条約では, 締約国に対し ｢あらゆる形態の女
子の売買及び女子の売春からの搾取を禁止するためのすべての適当な措
置｣ の確保 (同条約６条), 及び ｢女子の権利の法的な保護を男子との
平等を基礎として確立し, かつ, 締約国は, 権限のある自国の裁判所そ
の他の公の機関を通じて差別となるいかなる行為からも女子を効果的に
保護することを確保すること｣ (同条約２条２項Ｃ) が義務付けられて
いる｡ また, 締約国は, 条約の実施のためにとった立法上, 司法上, 行
政上その他の措置及びこれらの措置によりもたらされた進歩に関する報
告を, 国際連合事務総長に提出することを約束させられている (同条約
条)｡ さらには, 同条約の実施を目的として, 締約国に対して報告義
務を課している (同条約条)｡ 同条約は実施状況を把握するために,
女子に対する差別の撤廃に関する委員会 () を設置し (同条約
条), 締約国から得た情報をもとに勧告を行っている｡ 同条約採択以






｢撤廃宣言｣ という) の中でも, 女性に対する暴力の一形態として女性
の人身取引が挙げられている (同宣言２条ｂ項)｡ そこでは, 国家は被
害者の支援のために, ｢利用可能な手段に照らして実行可能な最大の範
囲で, 必要な場合には, 国際協力の枠組みの範囲内で, 暴力を受けた女
性及び適当な場合にはその子どもが, 援助体制と同様に, リハビリテー
ション, 育児及び子どもの扶養における援助, 治療, カウンセリング,
保健及び社会的サービス, 施設及びプログラム等の特別な援助が受けら
れるように確保するために活動すること｣ (同宣言４条ｇ項) が求めら
れている｡ このように, 国の裁量に委ねた場合, 国家がその援助を必要
と思わなければ, 援助を確保するための取り組みを行わないことが考え




また, 年には, 女性の人権の向上を目的として, ｢第４回世界女
性会議｣ (	
	) が開催された｡ 同会議で































買及び他人の売春からの搾取に関する行動計画｣ (以下, ｢行動計画｣ と
いう
()
















｡ ただし, 同決議には法的拘束力はない｡ 翌年には, 人身取
引及び児童の性的搾取との戦いの行動に関する理事会共同行動決議 (以
下, ｢年理事会共同行動決議｣ という) が出された
()
｡ ｢年理事会
共同行動決議｣ は,  !の加盟国に対し, 被害者やその家族に対する適
切な支援を行うことや, 被害者に対して加盟国内での在留を認めること,
被害者の帰国支援等を行うことを要請している｡ -年には, ｢マース
トリヒト条約｣ (.	 	!) 等の既存の !条約の
改正を目的とした ｢アムステルダム条約｣ (.	 	!
中京法学巻１号 (年) ()
































































国に及び, 締約国はか国となっている｡ わが国は, 同議定書の本体























同議定書では, 人身取引が, ｢搾取の目的で, 暴力その他の形態の強
中京法学巻１号 (年) ()
制力による脅迫若しくはその行使, 誘拐, 詐欺, 欺もう, 権力の濫用若
しくはぜい弱な立場の濫用又は他の者を支配下に置く者の同意を得る目
的で行われる金銭若しくは利益の授受の手段を用いて, 人を獲得し, 輸










書６条６項) を要請している｡ 国連薬物犯罪事務所 (	

	








































｡ 実際に, アメリカやドイツは, 同議定書




































































































) (以下, ｢女性暴力報告書｣ という) の中で
も被害者の経済的支援の必要性について言及されている｡
｢女性暴力報告書｣ は, 女性に対する暴力について分析し, 女性に対
する暴力を撤廃するための様々な手段を示すものである｡ ｢女性暴力報





して, 医療支援, 法的扶助制度の利用, カウンセリング, 出身国への帰























































































そのため, 被害者支援は不十分な状態であった｡ しかし, )!年代頃か
ら, 欧米諸国で女性解放運動が行われるようになり, しだいに女性の人
権保障について焦点があてられるようになった｡ その結果, 人身取引被



























































国際的な取り組みとしては, 前述の ｢年協定｣ を皮切りに,










































｡ 売春防止法では, 売春が禁止されてはいるものの, 処罰規定は置
かれておらず, 訓示規定という形がとられている (同法３条)｡ 同法は,
性行又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子 (以下, 要保護女

































































































同行動計画は, 包括的な人身取引対策として ｢人身取引議定書｣ の締
結を挙げており, 年に国会において ｢人身取引議定書｣ が承認され
た
(	)




動計画において ｢人身取引議定書｣ の締結の意思を表明している｡ その
ため, 同議定書の批准に備え, 議定書の要求を満たすための国内法の整
備を行っていく必要がある, と思われる｡ 実際に, 同行動計画は, 人身
取引の犯罪化のための法整備 (｢人身取引議定書｣ ５条) として, 人身
売買罪 (刑法







がたい状態にある｡ ｢人身取引議定書｣ は, 被害者支援として, 刑事手























賠償に加え, 損害賠償命令の申立て ( ｢刑事手続措置法｣ 条) が可能






























だが, 実際には, 人身取引被害者は, 現実には長時間労働を強いられ
たうえ, 賃金も受け取ることができない場合もある｡ その上, 被害者は,
人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山) ()
売春行為に従事させられていたという理由により適切な支援を受けるこ
とができない｡ したがって, わが国は, このような過度の人権侵害を受
けた被害者に対して積極的な支援を行っていく必要があると思われる｡
そうした取り組みは, 国際社会の要請にも合致している｡































ている｡ 他方, わが国は, 人身取引被害者に対する支援を行おうとはし





























れ, ｢富める者が貧しい者にほどこしをする｣ という考えの下, 貧民の救
済や奴隷の解放, そして女性解放等を目指した (水田珠枝 『女性解放思想
史』 筑摩書房 (0年) 頁～頁)｡










えられていた (バーン＆ボニー・ブーロー著, 香川壇ほか訳 『売春の社会
史 古代オリエントから現代まで』 筑摩書房 (年)  !頁, 上村貞美 ｢人
権としての性的自由をめぐる諸問題 (五・完)｣ 香川法学巻２号 (
年)１, , 頁)｡
( ) 常松洋 『ヴィクトリアン・アメリカの社会と政治』 昭和堂 ("年)#
頁｡







地で監視すること (２条), 法律の範囲内で可能な限り, 人身取引された
少女又は女性が出身国への帰国を望むならば出身国へ送り返すべきである










(##) 同条約は, 締約国に対して, 移民船で旅行する女性及び子どもの保護に
関する規定を設ける義務を課した (７条)｡
(#) +,&0,/		,1,,






























) 締約国が ｢Ｂ規約｣ の内容を実施しているかを監視するために, ｢自由
権規約人権委員会｣ (*0 !-'$!!) を
設置し, 締約国に対して勧告も行っている｡
(









の 『女性の神秘 ((!#2 )』 によって明らかにされたこ









) 福川須美 ｢イギリスの女性解放運動と・ローバサム ―再検討された




































() &(/(($34,4( 5 $)

































































の説明書｣ (年２月) ２頁    !"!"#
$$	%&



















































" ) #	$% 	& 	
	
()




























































































( !) 中世のわが国では, 女性の地位は低く, また性を不浄, 又は穢れたもの
とする道徳観が強かったといわれている (網野善彦 『中世の非人と遊女』
明石書店 ("#年)頁)｡ このような考え方は, 根強く中々消えること
はなく, 江戸時代においても遊郭の遊女は不浄な存在と位置付けられてい
た (今西一 『遊女の社会史―島原・吉原の歴史から植民地 ｢公娼｣ 制まで―』
有志舎 (  年) "$頁)｡




(" ) 東京府は"!$年 (明治５年) "月に司法省警保寮と協議の上貸座敷渡世
規則・娼妓規則を公布, 鑑札を受けた貸座敷業者のもとで監察料を払い鑑
札を受けた ｢娼妓｣ による売春を許可した｡ 娼妓の年齢は"%歳以上とされ,
月２回以上の性病検診が義務づけられた｡ 娼妓の ｢身代金｣ は, 前借金と
言い換えられ, 貸し座敷業者は座敷を娼妓に貸すだけで, 娼妓の自由意思




("") 前田・前掲注 ("%) $#頁｡
(") 藤野豊 『性の国家管理―買売春の近現代史』 不二出版 (  "年) "頁｡
("$) 牟田和恵 『戦略としての家族―近代日本の国民国家形成と女性』 新曜社
("&年) "頁｡
("#) 湯沢雍彦 『日本婦人問題資料集成第５巻―家族制度』 ドメス出版 ("&
年) $"頁｡
("%) 牟田・前掲注 ($) "頁｡
("&) 『買売春問題資料集成編集復刻版戦前編第 巻』 ｢東洋ニ於ケル婦人児
童売買実地調査委員｣ 不二出版 (  $年) ""#頁｡
(") ここでいう人身取引は, 日本人女性を日本国内で売買することを指す｡
("!) 藤野豊 『性の国家管理―買売春の近現代史』 "頁 (不二出版,   "年)｡
(") わが国"$$年に日本が国際連盟を脱退したため, ｢"$$年条約｣ を批准
することができなかった｡
( ) 第二次大戦直後のわが国では, 貧困を理由として, もぐりの業者を通じ
た日本人女性の買売春ないし売春目的での日本人女性の人身取引が国内で
人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山) ()





女性による自発的な売春行為を黙認した (藤野・前掲注 () 頁)｡












    "!  #$( "年２月日最終閲覧)｡
(!) ｢第回衆議院法務委員会号議事録｣ (年 "月日),
	

%&    "  
#$( "年２月日最終閲覧)｡
() 昭和!年５月日法律第号
() 国内法の整備を行った後, わが国は年に ｢年条約｣ の批准を行っ
た｡
(") ｢年条約｣ は, 売春を ｢人としての尊厳及び価値に反するものであ
り, かつ, 個人, 家族及び社会の福祉をそこなう｣ ものとして位置付けて
おり, 売春防止法における売春の定義と類似している｡ そのため売春本防
止法は同条約に強く影響を受けているということが可能である｡






(アゼルバイジャン, アルメニア, ウクライナ, ウズベキスタン, カザフ
スタン, キルギス, グルジア, タジキスタン, トルクメニスタン, ベラルー
シ, モルドバ) などの国々からの売買が増えている｡ 
8
(! ) 年には人身取引され雇用主より虐待状態にあったタイ人女性３名が
逃亡を図るため, タイ人ママを殺害する事件 (いわゆる下館事件) がおき
た｡ また, 翌年にも人身取引されたタイ人女性５名が逃亡目的で彼女たちが
勤務するスナックのママを殺害する事件 (いわゆる茂原事件) が発生した｡
中京法学巻１号 ( "年) ()




() 樋熊亜衣 ｢『リブ神話』 を超えて―現代日本女性解放運動史全体像構築
の必要性｣ ソシオロゴス"巻 (年) 頁以下｡
() 井上輝子, 長尾洋子, 船橋邦子 ｢ウーマンリブの思想と運動―関連資料
の基礎的研究｣ 東西南北"号 ("年) #頁以下｡
(#) 辻村・前掲注 () $頁｡

















($) 杉浦明道 ｢なぜ被害者が裁かれるのか, 四日市タイ女性人身売買事件か
ら見えてくるもの｣ 部落解放#$号 (年) , 頁｡
() 人身取引対策に関する関係省庁連絡会議・前掲注 (")｡
(#) 年に, 同計画は ｢人身取引対策行動計画｣ として修正された｡
(犯罪対策閣僚会議・前掲注 ())｡ その主要な修正点は, 不法就労対策
を通じた人身取引の防止対策の見直し, 児童の性的搾取に対する厳格な対






(#) すでに年月９日に ｢人身取引議定書｣ の署名は行われていたが,
国会の承認が得られない状態であった｡
(#) 組織犯罪防止条約を批准するためには, 共謀罪等の犯罪化を行わなけれ
ばならない｡ しかし, 共謀罪を巡ってはいまだ意見が一致せず, 条約の批
准が行われていない状況にある｡ わが国の刑法に共謀罪を導入することの
可否について, 詳しくは, 古谷修一 ｢国際組織犯罪防止条約の特質と国内
実施における問題―共謀罪の制定を中心に一｣ 早稲田大学社会安全政策研
人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山) ()
究所紀要１巻 (年) 頁以下, 角山正 ｢国際組織犯罪防止条約と共
謀罪の立法化の要否｣ 自由と正義巻８号 (年) 頁以下, 松宮孝




(	) 人身取引防止, 撲滅対策としては, 所在国外に移送する目的で人を売買
することが処罰の対象となった (刑法条の２)｡ また, ｢組織犯罪処罰
法｣ が改正され, 人身売買罪 (刑法条の２) は犯罪収益の前提犯罪と
され (｢組織犯罪処罰法｣ ２条２項の１), 人身売買犯罪に由来する犯罪収
益等は没収・追徴の対象となった (｢組織犯罪処罰法｣ 条１項, 条１







(	) 婦人相談所は, ｢防止法｣ に基づき配偶者暴力の被害者の一時保護
も行っているため過剰収容状態になっており, 施設内での支援の質の低下
等の恐れがある (人身売買禁止ネットワーク ()・前掲注 ()
頁)｡
(	) 厚生省発社第	号一部改正 (年３月日), 厚生労働省発雇児第







第	号議事録｣ (年４月日), % %%$)- !./01
&$)		+,(年２月日最終閲覧))｡
(	
) 人身売買禁止ネットワーク ()・前掲注 () 頁｡
(	) 厚生労働省・前掲注 ()｡




エンパワーメントの視点から―』 国立女性育会館 () 頁, 	頁,
頁, 頁｡
() 神田・前掲注 () 頁｡
中京法学巻１号 (年) ()




















れ適切な支援を受けることができなかった｡ しかし,  が制定さ
れ, 人身取引の被害者は単なる不法滞在者ではなく被害者として扱われ
るようになった｡ その結果, 被害者は,  に基づき, 損害賠償請




















































































































































































リアムワイバーフォース人身取引被害者保護再授権法 ｢  
     
		
()
｣ によりさらに修正が加えられ, 人身取引被害者の救出 (),





























































) 等によって行われている｡ 必要的損害回復命令 (








































































































































































者に対しては難民現金支援 (#$%	) により, 最長






































































































このような状況を背景に, 年９月日に ｢国家調査会議｣ (%&
##"#'#) が開かれ, 連邦労働社会省 ( 
人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)()
 	





































































































































































のであろうか｡ まず, による補償の利点は, 公的支援であること
からいったん同法の対象になれば確実に補償を受けることが可能な点に





() バーン＆ボニー・ブーロー・前掲注 () 頁｡
() バーン＆ボニー・ブーロー・前掲注 () 頁｡
() 上村・前掲注 () 頁, 	

()
() バーン＆ボニー・ブーロー・前掲注 () 頁｡
()  !!"(#) $""() ("%
!%&'%%(§§ ())｢不道徳な目
的｣ のためにある州から別の州に女性を運んだり, 運ばせたり, なんらかの
方法で現場幇助した者は, 重刑を科された ((§§ ())｡














() (§ (") ()田中英夫・竹内昭夫 『法の実現におけ







くとも２回行う必要がある ((§ () ())｡
() (§() ()
() 田上富信 ｢アメリカにおける組織犯罪と民事責任・03法の理
念と現実｣ 法と政治巻１号 (年) 頁｡
() 田上・前掲注 () 頁｡
() 高田・前掲注 () , 頁｡








() 佐々木綾子 ｢米国における 『人身取引』 問題― 『実態』 をめぐる語りの

































































() 重大な人身取引の被害者とは, 人に対して暴力 (	), 詐欺 ( 2),








() 6§() () () ()





べての合理的な方法 ('8 # "9 8) による進んで協力してい
る重大な人身取引の被害者 ( '	
  ' 
 	,#$
#*#) であると認められる必要がある｡ +ビザが付与された者は, ア
メリカに３年間滞在することが可能である｡ また, 一定の場合には, 永住




















() 中川かおり ｢翻訳・解説 米国の人身取引対策―国内の取り組みを中心





















() () () () (
)しかし, 被害者が訴訟の
提起に失敗した場合は, 滞在許可が取り消される (§ 	
()
















() 損害回復命令は, あくまでも刑罰であり, 加害者の更生に役立つことを




































§ () () (
)
(
) 佐伯仁志 ｢犯罪被害者への被害回復支援について (特集 犯罪被害者の
人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)()

































































§	() () () ()他にも, 被害者は, 食糧支援




() 被害者が利用可能なその他の制度としては, 補足的保障所得 (	


	) がある｡ 同制度は, 障碍者や高齢者に対する
生活保護の一種である｡
() ただし, ドイツでは売春が一部合法化され, 必要悪として容認されてい
る (上村・前掲注 () , 頁)｡
() §
() § §は, 年に廃止され, 同年新たに§




例｣ 青山法学論集 巻４号 (年) ", 頁～頁｡
()  $%&&'(	%)	*	%		+,	%
&' *	-!() 

































(!) ()  "
(#) 小山剛 ｢西ドイツにおける国の基本権保護義務｣ 法学研究#巻７号 (!!
年) $, #頁, 海野敦史 ｢憲法解釈における基本権保護義務論｣ 長崎大学
経済学部研究年報#巻 (年) 頁以下｡
(#) ()  "
(#) 鈴木隆 ｢ドイツの基本権保護義務論における外国人―在外国民の保護と
の関連で｣ 比較法学巻２号 (年) !, !頁｡
(#) ()  










































































(民法条, 条), 損害賠償命令 (｢刑事手続措置法｣ 条), ｢犯給
法｣ が存在するが, いずれの制度も不十分な結果となっていることは,








① ｢組織犯罪処罰法｣ 及び ｢被害回復給付金支給法｣ のもつ
限界






















































































｡ ただし, 被害者が自ら官報等を確認して, 給付金の申請を行うこと














































































































ただし, 以下のような ｢犯給法｣ の特徴は, 制度新設にあたり参考に






































































































｡ 犯罪被害者等基本法は, 犯罪被害者等に対して, その者の ｢個
人の尊厳が重んぜられ, その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利｣











































































































の支給に関する法律｣ １条) (以下, ｢オウム被害者給付金支給法｣ とい
う
()































られている｡ しかも, わが国は, 人身取引の主要受入れ国となっており,
人身取引が生じる一因となっている｡

















































性が高く, 迅速な支援を必要としている｡ それゆえ, 新制度は迅速性及
び実現可能性が高いものでなければならない｡
以上の点を前提とすると, 人身取引被害者の経済的支援は, 支援の確
実性, 公平性, 迅速性, そして実現可能性を重視した制度でなければな
らない｡
まず, 支援の確実性, 公平性という観点からは, 公的財政の利用が必

























































とも考えられる｡ すなわち, 国は, 被害者に給付金を支給する代わりに,
被害者が有する当該犯罪行為に関する損害賠償債権を取得し, 国が加害



















であっても, 債権の確定に時間を有する可能性が高い｡ そのため, 損害
賠償債権の確定を前提とすると, 被害者に対して実質的支援を行うこと
が困難であるといえる｡ したがって, 支援の確実性, 公平性, 迅速性を















になる｡ また, 加害者が犯罪組織に所属している場合には, その組織の
代表者は, 使用者責任 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法
律条の２ないしは民法条) に基づく損害賠償債務を有していると






















このうち, ①, ②に関しては, 人身取引事犯の場合, 加害者本人に資
人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)()
力がなかった場合であっても加害者が所属する犯罪組織には資力がある










しいと思われる｡ 実際に ｢オウム被害者給付金支給法｣ は, このような














































｡ そのため, 実施主体を統一し, 統一的基準をもって認定を行うこと











































































とから, ｢人身取引議定書｣ や ｢人権及び人身取引に関して奨励される
原則及び指針｣ は, 国家に対して, このような要件を置かないよう要請
をしている｡ そのため, 被害者の捜査協力を被害者認定の際の要件とす




















た財産的損害として, 積極的損害と消極的損害 (逸失利益), そして精
神的損害を具体的に証明しなければならないことになる｡ しかし, これ
らの損害項目を裁判において実際に証明することは, きわめて困難ない
し不可能に近い｡ そのため, ドイツでは, 人身取引被害者に対して給付
金を支給するにあたり, 給付金の算定を類型化することで算定にかかる
時間を短縮し, 迅速な経済的支援が可能になっている｡ また, ｢犯給法｣




わが国では, 従来から, ｢個別主義的計算方法は, 次第に複雑化・精



































































































いと思われる｡ また, 慰謝料は, 被害者の受けた被害内容を中心に算定
すべきであり, 加害者をとりまく状況を慰謝料算定の際に媒酌すべきで
はないから, ⑦～⑬の点についても考慮すべきではない｡












































































() ｢組織犯罪処罰法｣ は, 犯罪組織が犯罪収益を組織の維持や拡大等に利
用することを防ぐため, 犯罪収益及び犯罪収益に由来する財産の没収・追






() 犯罪被害財産とは, 財産に対する罪, 刑法第条の２第２項の罪に係
る第３条の罪, 同法第条の２第２項若しくは第条第４項後段の罪,
















号)』 の解説 ()｣ 法曹時報巻９号 (年) , 
頁｡ 類似する制
度として, ｢犯罪利用預金口座による被害回復分配金の支払い等による法
律｣ (以下, ｢振り込め詐欺被害回復法｣ という) が存在する (平成年






り被害を受けた者は, 同法の対象となる (同法８条)｡ 給付額は, 被害者
が支給対象犯罪行為により失った財産の価額を基礎として算定されること
になっており, 原則としてその損害額と同等の金額ある (同法条)｡ た
だし, 申請を行った者らの被害総額が, 預金等の残高を超える場合には,
その残高を各人の被害額で按分した額が支払われる (同法条)｡
(	) 同法の対象となる者は, ｢組織犯罪処罰法｣ 条２項に挙げる犯罪行為
及びこれと一連の犯行として行われた犯罪行為により財産的被害を受けて
おり, これらの犯罪行為についての没収・追徴に関する刑事裁判が確定し
ている被害者である (同法３条１項)｡ また, これらの被害者の相続人等
も対象となる (同法３条２項)｡ 被害者が支給対象犯罪行為により失った
財産全額について, 填補又は賠償を受けた場合も給付金を受け取ることが




















































































() 検察官は, 支給手続を開始する旨の決定をしたときは, 官報に掲載して





() 犯罪被害者等給付金は, ①遺族給付金, ②重傷病給付金, ③障害給付金
の三種類となっている｡ 人身取引による被害の中心は, 精神的・身体的被
害であるが, 後遺障害が残るケースはあまりないように思われる｡ そのた


















在期間が短期間である可能性が高い｡ そのため, 人身取引被害者が ｢犯給
法｣ を利用することは困難であるといえる｡
() 大谷・前掲注 () 頁｡









(年２月日最終閲覧), 藤本・前掲注 () , 頁, 大谷・
前掲注 () 頁｡
人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)()
() 内田・前掲注 () 頁, 	頁, 内閣府共生社会生活統括官 ｢経済






$-#(	年２月日最終閲覧), 内田・前掲注 () 	頁｡
() 大谷・前掲注 () 
, 頁｡ ｢犯給法｣ に基づく給付金の支給額は,







頁, 高橋則夫 『修復的司法の探求』 成文堂 (




() 内閣府共生社会生活統括官 ｢第	回 『犯罪被害給付制度の拡充及び新た
な補償制度の創設に関する検討会』 議事録｣ (年月日), 
,/	
!"#(	年月日最終閲覧)｡
() 大谷・前掲注 () 	頁, 高橋・前掲注 () , 頁, 戸波江二
｢被害者の人権のための人権論からのアプローチ｣ 被害者学研究号 (








) 奥村正雄 ｢犯罪被害者に対する経済的支援策 (特集：犯罪被害者の保護
と支援)｣ 現代刑事法２号 (年) 	, 
～頁｡
() 日本弁護士連合会 ｢人身取引の被害者保護・支援等に関する法整備に対




() 人身売買禁止ネットワーク (1')(23)・前掲注 (	) ～
頁, 女性
の家サーラー・前掲注 (






() 久木元, 島戸, 谷・前掲注 () 頁｡
() 久木元, 島戸, 谷・前掲注 () 頁｡





成文堂 (年) 頁｡) そこで, 基本権保護義務に依拠し, 間接適用説
を再構成する考え方が主張されるようになっている｡ (詳しくは, 奥村正
雄 ｢犯罪被害者に対する経済的支援策 (特集 犯罪被害者の保護と支援)｣
『現代刑事法』 号 (年) 頁以下, 高橋・前掲注 () 頁以下,
小山・前掲注 (), 山本敬三 『公序良俗論の再構成』 有斐閣 (年),
戸波江二 ｢人権論の現代的展開と保護義務論｣ 『日独憲法学の創造力上巻―









であって, その意義は, ①私人間効力での人権の侵害者, 被害者, 国家と
いう三極構造をおさえ, ②国家による被侵害者への救済のあり方, および
侵害者への規制の程度の基準を確定し, ③裁判所による人権救済的解釈の
伝統を自覚させる, などに見出すことができる ｣ と述べている｡ (戸波江
二 ｢国の基本権保護義務と自己決定のはざまで｣ 法時年５月号,
頁｡)
() 大谷實 ｢犯罪被害者対策の理念｣ ジュリ号 (年) ７頁｡
() わが国では, 従来から, 憲法における基本的人権の保障は, 国家と国民
との関係として理解されている｡ (佐藤幸治 『憲法 [第三版]』 青林書院














() 奥村・前掲注 () 頁｡ ただし, 同法の規定から直ちに国民の具体
的な権利や義務が導き出せるとまではいえず, 国に被害者の個別的な権利
を保障するための立法を行うべき義務が課されているにとどまると解され
ている｡ (戸波・前掲注 (	) 	
頁｡)
(






() 戸波・前掲注 (	) 		頁｡
(	) その他の犯罪被害者の権利としては, 相談及び情報の提供等 (		条),
保健医療サービス及び福祉サービスの提供 (	条), 安全の確保 (	条),
居住の安定 (	条), 雇用の安定 (	条), 刑事に関する手続への参加の機





() 戸波・前掲注 (	) 		頁｡
() 戸波・前掲注 (	) 	
頁｡
() 塩野宏 ｢基本法について｣ 『日本學士院紀要』 巻	号 (年) 	, 	頁｡
() 川崎政司 ｢基本法再考 (三) ―基本法の意義・機能・問題性｣ 自治研究
巻１号
頁｡






























者とその者の遺族である (同法２条, ３条)｡ 同法の対象となる者は, そ
の者の受けた被害の程度に応じて, 一定額の給付金を受け取ることができ
る (同法５条)｡ 裁定の申請を行うのは, その者の住所地を管轄する都道
府県公安委員会である (同法６条)｡ 被害者らに給付金を支給したときは,
国はその額の限度において, 当該給付金の支給を受けた者が有する対象犯
罪行為に係る損害賠償請求権を取得する (同法条)｡ 国は, オウム真理
教の破産管財人に対して債権の届け出を行うという形で求償権を行使して
いる (｢第回国会内閣委員会第５号議事録｣ (年３月日),




















藤本・前掲注 (), 人身売買禁止ネットワーク ()・前掲注
() 頁｡
() もしこれらの者に十分な賠償能力がなくても, 現在これらの者に対する






















() ただしこのような制度は, その原資が国の一般財源であるため, 不法行
為責任を前提とする制度に比べ被害者に対する給付額が少なくなる可能性
が高いこと, 被害者認定基準が厳格になりがちであるという問題がある｡








条例｣ を制定し (平成年３月日条例第２号), おって年３月日

















ている点である｡ まず, ①に関して, 国が弁済する債務は, 損害賠償債務
という代替的給付であり問題とはならない｡ 問題となるのは, ②と③であ
るが, ②については, ｢立法論としてはその当否は疑問である｣ (我妻栄
『新訂債権総論 (民法講義Ⅳ)』 岩波書店 (年) 頁) として批判さ
れており, また, ③についても ｢立法趣旨自体必ずしも合理性がない｣
(内田貴 『民法 			[第３版] 債権総論・担保物権』 東京大学出版会 (


年) 頁) とされ, また, ｢免除を単独行為としたことや保証は債務者の
意思に反してでも成立しうることと一貫しないのみでなく, 立法例にも合
致しないので, 立法論的には反対されている｣ (奥田昌道 『債権総論 [増
補版]』 悠々社 (年) 
頁)｡ そこで, 民法改正に向け法制審議会
が提出した ｢民法 (債権関係) の改正に関する要綱案｣ では, この点につ
いて, 債権者が債務者の意思に反することを知らなかった場合には, 当該
弁済を有効とするという旨の但し書きを設けることが提案されている (法
制審議会民法 (債権関係) 部会 ｢民法 (債権関係) の改正に関する要綱案｣
(
年２月










ることになる｣ (奥田・前掲注 () 
頁)｡ 国は, 債務者である加害者
ないしは加害者の所属する犯罪組織から委託を受けずして, 第三者弁済を




合, このようにして受け取った賠償金は, 不当利得であるといえる｡ 国は,
人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)()
被害者に対して不当利得の返還請求権が認められることになる (民法








() 確かに, 加害者に求償に応じる資力がないことも考えられるが, 加害者
らの所属する犯罪組織の代表に対して求償権を行使することができれば,
賠償金を受けとることが出来る可能性が高いと思われる｡




) 年次報告書 平成年｣ によれば,
年度の ｢組織的犯罪処罰法｣ に基づく起訴前の没収保全命令の発出件







) 年次報告書 平成年｣ (年) 頁 




歳入と区分して保管するべきであると思われる｡ これは, 財政法 (昭和











として, 強く批判されている (日本弁護士連合会・前掲注 () 	頁, 

	)｡
() 国際移住機関・前掲注 () ～	頁  !" #!#
$%&'()*+,-.!/%%%.(" *0(年２月日最終
閲覧)｡
() 国際移住機関・前掲注 () , 頁｡
(1) 国際移住機関・前掲注 () ～頁｡
() $*%.+2!	 1 /,.-1 
(	) 3#%24$*%  
() 国際移住機関・前掲注 ()｡
() 淡路剛久 『不法行為法における権利保障と損害の評価』 有斐閣 (年)
頁, 淡路剛久 ｢一括請求・一律請求, 包括請求｣ 鈴木忠一・三ケ月章監
修 『新実務民事訴訟講座６不法行為訴訟３』 日本評論社 (1年) 森島昭
夫 『不法行為法講義』 有斐閣 (年) 11頁以下｡
() 平野裕之 『民法総合６不法行為法 [第３版]』 信山社 (1年) 1頁｡




困難でさえもある｡ そこで, このような場 合には, これらの諸損害と精
神的, 肉体的苦痛に対する慰謝料とを併せ包括したものとして, 一定の損
害額を請求することも, 特に将来別訴の提起等により不都合生ずる恐れが
ない限り, 許されるものというべきである｣ と判示されている｡ (福岡地
判昭和	1年月日判時号11頁)｡
() 福岡地判昭和	1年月日判時 号11頁, 広島地判昭和	年２月日
判時号頁, 最大判昭和	年月日大阪空港訴訟民集1	巻号1
頁, 大阪地判平成３年３月日判時11号頁｡








ということ自体を 『損害の性質』 と位置づける余地があり, そのことゆえ
に損害額を立証することが極めて困難であるときは, 二四八条を適用する
ことも許される｣ と解するのである｡ そして, 損害額の算定に関し, 原告
の損害に等級を設け, 又はグループ化することが提案されている｡ (三木
浩一 ｢民事訴訟法二四八条の意義と機能｣ 『民事紛争と手続理論の現在―
井上治典先生追悼論文集』 法律文化社 (年) 頁以下｡) 損害額の算
定に際し民事訴訟法条が適用されるには, 損害賠償請求訴訟が提起さ










裁判所は, 被告の行為の計画性, 行為の方法, 手段及び態様, 行為の違法
性の程度, 原告の受けた精神的苦痛の程度を勘案して慰謝料を算定してい





われる｡ (田中康久 ｢慰謝料の算定｣ 坂井芳雄編, 有泉亨監修 『現代損害


























() 交通事故事件では, 加害者の不誠意を加害要素として考慮しており, こ
れを考慮事由することも考えられる (田中・前掲注 () 頁)｡
(	) 被害者に過失があった場合, 過失は損害賠償算定にあたり考慮すべき一













() 田中・前掲注 () 頁～頁｡
() 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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() 田中・前掲注 () 頁｡
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(
	) 警察庁保安課・前掲注 (	)｡
人身取引犯罪被害者に対する経済的支援に関する一考察 (森山)()
